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（
総
務
委
員
会
）

国
家
公
務
員
退
職
手
当
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
一
七
号

（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
国
家
公
務
員
制
度
改
革
に
お
け
る
国
家
公
務
員
退
職
手
当
制
度
の
改
革
の
必
要
性
や
国
家
公
務
員
の
給
与
構

造
の
改
革
の
状
況
等
に
か
ん
が
み
、
職
員
の
在
職
期
間
中
の
公
務
へ
の
貢
献
度
を
よ
り
的
確
に
反
映
さ
せ
る
た
め
、
中
期
勤
続

者
の
退
職
手
当
の
支
給
率
を
改
定
す
る
と
と
も
に
、
一
定
期
間
の
職
務
の
内
容
に
応
じ
た
調
整
の
仕
組
み
を
創
設
し
よ
う
と
す

る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
一
般
の
退
職
手
当

退
職
し
た
者
に
対
す
る
退
職
手
当
の
額
は
、
退
職
手
当
の
基
本
額
に
、
退
職
手
当
の
調
整
額
を
加
え
て
得
た
額
と
す
る
。

二
、
退
職
手
当
の
基
本
額

１

退
職
手
当
の
基
本
額
は
、
退
職
の
日
に
お
け
る
俸
給
月
額
に
、
退
職
理
由
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
勤
続
期
間
に
応
じ
て
定

め
る
支
給
率
を
乗
じ
て
得
た
額
と
し
、
中
期
勤
続
者
の
退
職
手
当
の
基
本
額
に
係
る
支
給
率
を
引
き
上
げ
る
。

２

在
職
期
間
中
に
、
俸
給
月
額
が
減
額
さ
れ
た
こ
と
が
あ
る
場
合
に
つ
い
て
、
退
職
手
当
の
基
本
額
の
計
算
方
法
の
特
例

を
設
け
る
。
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三
、
退
職
手
当
の
調
整
額

退
職
手
当
の
調
整
額
は
、
在
職
期
間
の
各
月
ご
と
に
、
当
該
各
月
に
お
い
て
そ
の
者
が
属
し
て
い
た
職
員
の
区
分
に
応
じ

て
定
め
る
調
整
月
額
の
う
ち
、
そ
の
額
が
最
も
多
い
も
の
か
ら
順
に
六
十
月
分
の
調
整
月
額
を
合
計
し
た
額
と
す
る
。

四
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
平
成
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。


